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2009春闘要求の回答について、道市町村課との交渉を実施
１　３月10日、道本部は2009春闘要求について道から回答を受け、重要項目について道市町村課からの見解を求めた（回答内容は別紙参照のこと）。道本部からは木村副委員長はじめ６名、道市町村課は飛田康彦課長他２名が対応した。
２　交渉内容は以下のとおり。

(1)　賃金要求に関する基本認識について

冒頭、道本部は、春闘アンケートによれば３年連続して70％を超える組合員が生活苦を訴える中での賃金要求であると指摘した上で、職員の生活実態や賃金の引上げ要求に対する基本認識について質した。道市町村課は「賃金引き上げ要求は、労働者の権利であると理解する」としたものの、職員の給与の決定については、「給与勧告や地方公務員法に規定する給与決定の原則などを踏まえて、各自治体で判断すべきものと考える。生活実態のアンケート結果はあろうと思うが道内において公務員が優遇されているという批判もあって、各団体で勘案されるべき」との具体性のない回答に止まった。これに対し、道本部は、「自治体職員の厳しい生活実態を踏まえて、理解を示すことぐらいはできるはずだ」と指摘し、「現在、公務員制度改革において争議権の制約はありつつも一般の非現業職員に対して、協約締結権付与と人勧制度の廃止が検討されている。勧告制度がひとつのモノサシとなっていたが自治体職員の賃金労働条件の決定方法が大きな転換点を迎えようとしている。北海道においてもこうした動きに対して十分に情報収集するなど努めて頂きたい」と申し入れた。
(2) 独自削減に対する見解について

各自治体で継続されている独自削減に対して、道本部は「1990年代後半以降は自治体財政事情を起因とした独自削減、その削減率も年々引き上がる傾向にあり再生団体となった夕張市以外にも、新たに留萌市、美唄市において15％を超える独自削減が、09年度以降行われることになり、多くの自治体で強要されている」と指摘し、人事院勧告や地方公務員法の規定に反する異常な事態に対する道市町村課の見解を質した。これに対し道市町村課は「地方公務員の給与については、地方公務員法第24条の均衡の原則に基づき定めることとされているが、独自削減については、近年の厳しい財政事情等を踏まえ、財政の健全化を図り、住民サービスを維持向上させるため、やむを得ず、職員の理解を得ながら実施されているもの」との認識を示した。それに対し、道本部は「自治体財政健全化法が2008年度決算より適用される段階となっているが、健全化団体や再生団体への指定を回避するために、大幅な職員人件費の削減をはじめ、民間委託や指定管理者制度の活用などで、行政コストを下げる努力を行っている。にもかかわらず、懲戒処分の減額を超える削減を強いなければならない現状は、単に地方自治体の放漫経営の結果であるとは言い切れない。少なくとも、生活権を脅かされるような削減幅を容認する、または、強要することはあってはならないはずだ」と追及を強めた。道市町村課は「財政状況が厳しい市町村においては、その健全化を図ることが重要な課題となっていることから、自ら徹底した行財政改革に取り組んでいることは十分承知している。こうした中で、職員給与についても、各自治体の職員の生活実態については理解しつつも、苦渋の決断をして、職員の理解を得ながら削減を行っているものと承知している」との回答を示した。そこで、道本部は「給与決定の原則を踏まえるならば独自削減は財政的な事情で実施するあくまで臨時的・緊急的なものに限定し、道庁のように長期にわたって勧告を無視するようなことは関係法に抵触する事態と言わなければならない。長期削減をしないように助言すべきであるし、道としても是非検討して頂きたい」と強く申し入れた。
 (3)　市町村自治体のラス指数を算出する段階の問題点
例年、市町村で作業しているラス指数を算出する作業の中で国家公務員の平均給与が引き下がっていることが指摘されているが、「給与構造改革において、国家公務員は、給料本体を抑制し地域手当や広域異動手当にその原資を配分して、事実上総体的な水準は維持している。しかし、地方公務員との水準比較においては、地域手当・広域異動手当を比較対象に含めずに、ラス指数を算定しているため、必然的に地公のラス指数が引きあがる仕組みである。地域手当や広域異動手当も含めた給与原資総体として比較する手法を取るべきだ」と道市町村課の見解を質した。
これに対し、道市町村課は「国においては、基本給の一部を地域手当等に振り替えていることから、こうした制度運用の結果がラスパイレス指数に現れているもの考えている」と道本部の指摘に対する理解は示したものの、「国においては、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数や、諸手当を含めた平均給与月額を同時に算出・公表しているところであり、市町村においては、こうした様々な情報を分析のうえ、適正な制度運営を行うべきもの」との回答に止まったことから、道本部は「任命権者でない政府が一方的に給与水準の引き下げを要請している中で、地方自治体としては非常に苦慮しているので、ラス指数を算出する段階に生じる問題点と是非受け止めてほしい」と指摘し、機会がある毎に国（総務省）に対して働きかけるよう申し入れた。
(4)　臨時・非常勤職員等の課題

この春闘期の重点課題の一つとして臨時・非常勤等職員の賃金労働条件の改善を求めている。国では2008年８月に人事院からの「指針」をもとに賃金労働条件の改善が図られる方向となってきている。市町村の臨時非常勤職員は法令上乗り越えなければならない課題はあるが、国の制度に準ずるとしながらも実態は前進していないと述べ「どのような形で市町村に対し助言を行うこととなるのか明確に示して頂きたい」と見解を質したところ、「道としては2008年８月から９月にかけて国が実施した『臨時・非常勤職員に関する調査』の結果を踏まえ、情報提供を行うなど適切な勤務条件の確保が図られるよう助言して参りたい。道内の最低賃金を下回るようなところがあれば、助言をしていく」との回答に「法整備の不充分さを改善するよう求めることも地方自治体の役目だと思う。自治労出身のあいはら参議院議員は官製ワーキングプアの問題に注視し、国会議員に呼びかけ勉強会を行い公務員版パート労働法整備に挑んでいる。私たちも必要な取り組みを自治労本部に対し引き続き求めていく」道としても国に働きかけを行い、最低限、国の臨時・非常勤職員と均衡を失わないような待遇となるよう取り組みを要請した。
(5)　給与・諸手当・休暇制度関係の適正化について

様々な見直しへの動きについては、引き続き、道本部への適切な情報提供を求めた。また、今年の場合特に自宅所有者の住居手当や特地勤務手当の見直しを人事院は検討しており、①今の公務員給与の一方的なバッシングにより、必要な特殊勤務手当までも廃止する（例えば消防職員や税務担当職員への特殊勤務手当）のは問題であり、適切な「助言」を行うべき、②特に自宅所有者の住居手当に関しては、人事異動を前提とする国家公務員への住宅政策と人事異動を前提していない市町村職員への措置の考え方は異なるはずだと指摘し、道市町村課の見解を質した。これに対し、道市町村課は「職員に支給される諸手当については、地方自治法にその種類が列記されているところであり、それぞれの制度の趣旨を踏まえ、均衡の原則に基づいて条例で定められるもの」と一般論を述べるに止まり、また、自宅に係る住居手当については、「地方公務員については、国家公務員との近似性、類似性があることから、国の見直しの方向も踏まえ検討されることとなっているところであり、こうした動向を注視して参りたい」と回答し、今後、人事院の検討状況、国からの具体的な指導を待って対応する旨の姿勢を示すに止まったことから、道本部は、「国公が廃止になったからといって地公も廃止しなければならないということか。市町村自治体がなぜ国に合わせなければならないのか納得した回答が得られていない。これは非常に重たい課題である。国家公務員とは異なる職員の実態について、道としても認識いただき、何らかの機会を通じて総務省へ意見をして頂きたい」と強く申し入れた。
(6)　現業・公企職員の給与決定について

昨年来、現業・公企職員の賃金水準を引き下げようとする動きがあり、総務省研究会の「中間とりまとめ」が出され道本部として2008年９月に緊急の申し入れを行ってきている。今の総務省の動きは民間賃金を非常に重視したものであり、偏った方向で検討が進められてきている。現業・公企職員の賃金は地公法第57条や地方公営企業法第38条第３項にあるように職務給の原則、均衡の原則及び条例主義の特例が定められ、団体交渉を下に決定される仕組みである。「労働条件の決定については各自治体における、自主的・主体的な判断に基づくものとして、受け止め、助言等を行わないで頂きたい」と申し入れた。これに対し、市町村課は「現業職の給与に関しては「均衡の原則」の観点から道の立場として各自治体に対し指導助言はせざるを得ない。動き等については情報交換をして参りたい」との回答であった。

道本部は、「回答については確認とするが、互いに対処策を考えていかなければならないと思う」と申し添えた。
(7)労働安全衛生体制の確立に向けて
　　道内の安全・衛生委員会の未設置自治体に対し、指導助言を要請をするとともに、具体的な成果と、メンタルヘルス対策、公務災害の発生状況やその原因究明と対策について実態把握と適切な指導を要請した。市町村課は「道が、委員会設置へ向けての指導をする役割は大きいと思う。今後も情報提供と助言を行って参りたい。また、市町村課として平成21年度において全道自治体の担当者を対象に安全衛生管理の基礎知識とメンタルヘルス管理対策のノウハウを習得する研修会の開催を予定しており、積極的な呼びかけと取り組みを促していきたい」との回答があった。
(8)その他、育児休業の復職時の調整や短時間勤務の導入など、新たに国において制度導入が図られた様々な諸制度について
早急に条例化できるものは条例化するよう、また、適用も最低でも国の実施時期と同様（2007年８月に遡及）となるよう、道市町村課として「助言」をすべきと申し入れたところ、道市町村課は「勤務時間については今後、国からの調査により平成21年４月１日現在での状況を把握する予定であり、この結果を踏まえ必要な条件整備等が講ぜられるよう助言を行う。育児休業の復職時調整についても道内の深刻な少子化に危機感をもっている。民間のみならず公務職場においても、法令に基づいて必要な条例整備等が速やかに講ぜられるよう引き続き助言して参りたい」と回答した。
(9)　また、道本部は、高額医療費未請求の問題について、いくつかの自治体の処理方策が出されてきているが、行政のあり方として疑問に思う整理の仕方が見受けられる。道の現時点での一定の見解を求めたところ、市町村課は「各自治体が個々の事案に応じて住民意識などを考慮し対応しているものと考えている。その際に職員団体と合意の上、職員が協力していると承知している。道のほうから「こうあるべき」と申し上げる立場にはないと考える」との回答であった。道本部は回答の不明瞭さを指摘し、今後も討論を行うなかで、今一度考え方の整理示されるよう強く要請した。

　　　最後に、①助言を受ける側（市町村）が、「指導」と受け止める場合もあるが、本日示されたような基本姿勢を道としては堅持して頂きたい、②ラス指数による比較方法は、給与構造改革の中で矛盾が生じてきており、ラス一辺倒の指導は差し控えて頂きたい、③公務員は基本は労働者であり、現業職員を「生活給」に到達させてきた経緯を踏まえ、賃金センサスとの比較で給与が高いという批判に対し反論して頂きたい、④地方の地域実情で措置されてきた手当等を国に準じて削減せよ、という姿勢は改めるべき。道から国に地域個別の事情を把握してもって、あるべき助言を行っていただきたい。引き続き市町村が地方自治の担い手となれるよう、厳しい環境の中で行財政運営を強いられている自治体へ道としての適切な対応を引き続き求めて、交渉を終えた。
３　道市町村課交渉の内容は、以上のとおりであるが、本日の道市町村課の回答は、春闘期が賃金確定期とは異なり、人事院（委）勧告を８月以降に控えている段階であるため、総体的に具体性が無く、極めて不十分な内容に止まっている。道本部としては、引き続き、８月の人事院勧告期、11月の賃金確定期に向けて、交渉を強化するなど取り組みをさらに強めていく。
　　各単組においては、明日の対自治体闘争の全国統一行動（29分時間内くい込み集会）に結集し、自治体当局の使用者責任を果たすべく、追及を強めること。　　　　　　　　　　　　　以　上
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